
第５回さいたま市自治基本条例検討委員会  

 
次  第 

                     
 

平成２２年６月２８日（月）午後６時４５分～ 
さいたま市役所第２別館第１会議室           

  
１ 開 会 
 
２ 議題 

 
（１）広報チームについて 
 
（２）「構成機能」に関係する市の取組等について 
 
（３）自由討論  

テーマ：「市民が権力をつくる」には、どのような制度や取組が必要か。 
（自治基本条例が「構成機能」を果たすには、どのようなことを

規定したらよいか。） 
 

３ その他 
 
４ 閉会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【配付資料】 
・次第 
・席次 
資料１ 市民参加・協働、情報公開等に関する市の主な取組について 

資料２ グループ検討の進め方 
参考資料１ さいたま市市民活動及び協働の推進条例逐条解説 

参考資料２ 市民から寄せられた意見 
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１．市民参加・協働、広聴の取組 

 

（１）市民参加 

① 審議会等への委員公募【総務課】※課（室）は所管又は中心となる所管 

   市民の意見を反映し、公正を確保し、また広く市民の市政への参加を促すため、審議会等の公募委員の登

用促進を図っている。 
 【根拠】「さいたま市附属機関等に関する要綱」、「さいたま市附属機関等の委員公募実施要領」 
 【実績】公募委員数・公募実施機関数の推移（平成 19 年度～21 年度：各年度末時点） 

年度 公募委員数（割合） 総委員数 公募実施機関数 全機関数 

平成１９年度 137 人(3.6%) 3,823 人 35 機関 196 機関 

平成２０年度 135 人(3.5%) 3,826 人 32 機関 203 機関 

平成２１年度 140 人(3.5%) 3,948 人 34 機関 208 機関 

  ※上記機関数は、審議会等のうち、総務課に報告があり把握しているものに限る。 
（①本市や他行政機関の職員のみで構成、②特定のイベント・行事等の推進が目的、③関係機関との連絡調

整等が目的、となっている審議会等は含まない。） 
 

② パブリック・コメント制度【広聴課】 

市の基本的な政策の策定等に当たり、当該政策等の形成過程の情報を公表し、提出された市民意見及び意

見に対する市の考え方を公表することにより、市民等の意見を市の政策等に反映させる制度。 
【根拠】さいたま市パブリック・コメント制度要綱 

 【実績】パブリック・コメント実施件数等 

 実施件数 意見提出数 
1 件あたり 

意見提出数 

意見 

項目数 

修正 

項目数 

修正率 

   ％

平成１９年度 11 569 51 1,271 56 4.4

平成２０年度 11 562 51 1,047 268 25.6

平成２１年度 9 279 31 384 53 13.8

 【今後の取組等】 
平成２２年度は実施案件の平均意見提出数１００件を目標としており、市報、市ホームページ、公共施設

などを活用し、市民に対する制度や実施予定案件の周知を積極的に行う。 
 

（２）協働 

③ 市民活動及び協働の推進に関する条例に基づく取組【市民活動支援室】 

・市民活動団体等に事業を委託し、又は共催や協力して事業を実施。 

・市民活動団体等に対し、補助金や交付金等の助成。 

・市民活動団体等と行政の協働を推進するために、職員に対し、協働に関する研修を実施。 
  ・市ホームページや市報等で、市民活動団体等に有益な情報を発信。 
・市民活動支援の拠点として、市民活動サポートセンターを設置し、市民活動団体等に対して学習や交流の

機会や場の提供、Ｗｅｂサイトでの情報発信等、様々な支援の実施。 
【根拠】・「「市民活動の推進」と「市民と行政の協働の促進」に関する指針」 

・「さいたま市市民活動及び協働の推進条例」 
・「さいたま市市民活動サポートセンター条例」 

  

 

【実績】・庁内における協働事業数 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

２０９件 ２４５件 集計中 

     ・市民活動サポートセンター登録団体数 １，０９７団体（平成２２年５月３１日現在） 

 【今後の取組等】 
市民活動団体と行政が協働する機会は年々増加の傾向にあるが、効果的に事業を実施できるよう、引き続

き協働に関する職員研修を実施するとともに、行政の情報をわかりやすく発信していくよう努める。 
 

④ マッチングファンド制度【市民活動支援室】 

「マッチングファンド制度」とは、市民の資源（寄附・無償の労力・自己資金）と市の資源を出し合って

造成する基金を活用して、市民活動団体に助成するものであり、平成２２年３月に基金を設置し、制度を創

設した。平成２２年度からは、基金を活用し、自主的・自立的で多様な市民活動を活発化するため、市民活

動団体に助成を行う。 
【根拠】「さいたま市市民活動及び協働の推進基金条例」 

 【今後の取組等】 
平成２４年度末までに、一般助成事業を２２件実施するという目標に向け、マッチングファンド制度につ

いて効果的に周知を図る。また、この制度の根幹を成す基金への寄附金を確保できる仕組みづくりを検討す

る必要がある。 
 

⑤ 区民会議・コミュニティ会議【コミュニティ課】 

   協働を基本理念に、区民の意向を区政に反映していくことを目的とし、各種団体を代表する委員、公募委

員などで構成される区民会議を設置するとともに、地域で広くまちづくりのための実践的活動を行っている

団体をコミュニティ会議と位置付け、地域の特徴を活かした魅力ある区のまちづくりを進めている。 
 【根拠】「区民会議設置要綱」、「コミュニティ会議認定要綱」 
 【今後の取組等】 

区内における市民活動と協働の推進を図るため、さいたま市市民活動推進委員会に対し「本市における今

後の区民会議・ コミュニティ会議のあり方について」を諮問し、平成２２年 6月２２日付けで市長あて答申
が出されたところであり、その答申を踏まえ、第５期が始まる平成２３年度から新たな体制に移行する予定。 

 

（３）広聴 

⑥ 市長への提案制度「わたしの提案」【広聴課】 

市民から市政に対する意見・要望等を聴き、迅速に市政へ反映していくとともに、市民参加意識の促進を図ることを

目的に、市役所・各区役所、その他公共施設、市内各駅の計２２５か所に設置した専用封筒、専用ＦＡＸ、市ホームペ

ージからの専用フォームにより市民等からの提案を受け付けている。提案等は全て市長が確認し、提案者に原則市

長署名入り文書にて回答するとともに、担当課において迅速的に市政への反映に努めている。また、市長から回答し

た全ての案件について、ホームページで公表している。 

 【根拠】「さいたま市長への提案制度要綱」 
 【実績】わたしの提案受付件数等 

 受付件数 （月平均） 延べ処理件数※ （月平均） 
平成１９年度 ９０９ （７６） １，３８９ （１１６） 
平成２０年度 ８９４ （７５） １，２５３ （１０４） 
平成２１年度 １，４６２ （１２２） ２，２１９ （１８５） 
※延べ処理件数は、受付１件に複数件の提案が含まれる場合に、当該件数をカウントしたもの 
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⑦ タウンミーティング【広聴課】 

市民の声を迅速に市政に反映させる機会として、設定したテーマに沿って市長と市民が直接対話するタウ

ンミーティングを、平成２１年度から開始し、毎年度各区２回計２０回開催することとしている。 
 【実績】（平成２１年度）参加者合計５８４名 
 

⑧ 市民意識調査【広聴課】 

市政全般にわたる市民の満足度や要望を把握し、施策や事業の推進の指標として活用することを目的に、

無作為に抽出した市内在住者５千名及び市外から市内の事業所に通勤する在勤者２千名を対象に、アンケー

ト調査を平成１９年度から実施している。 
 【実績】平成２１年度回答者数 在住者２，８６５名（回答率５７．３％） 
                在勤者  ９６１名（回答率４８．１％） 
  

２．情報公開・情報提供の取組 

 

（１）情報公開 

① 情報公開制度【行政透明推進課】 

情報公開制度は、市民に情報の公開を請求する権利を保障し、市の諸活動を市民に説明する責務の全うと、

市民の市政参加の促進等を図ることを目的とし、公正で透明性の高い開かれた市政の推進に取り組んでいる。 
【根拠】「さいたま市情報公開条例」 

 【実績】情報公開請求件数等 

請求（申出件数） 処理件数 公開 一部公開 
非公開  

※括弧は文書不存在（内数）

平成１８年度 ４５０件 ６６３件 ２３９件 ２７６件 １４８件（１４２件）

平成１９年度 ４００件 ６０３件 ２２７件 ２２２件 １５４件（１５３件）

平成２０年度 ３６６件 ３９８件 １５２件 １８９件  ５７件（４５件）

平成２１年度 ６１５件 ６６５件 集計中 集計中 集計中

【今後の取組等】 
常に実施状況や社会情勢の変化等を考慮して改善を図る。平成２２年度は、「情報公開日本一」を目指して、

市民の目線に立った情報公開を総合的に推進するため、６月議会においてさいたま市情報公開条例を一部改

正した。（市民の「知る権利」の保障を明記、請求権者を「何人」とする、総合的な情報提供を推進する。） 
 

② 審議会等における会議の公開【行政透明推進課】 

   市民、学識経験者等を構成員として、法令、条例、規則、要綱等の定めるところにより、市の事務につい

て審議、審査、調査等を行うため、市長その他の執行機関に設置された機関のうち、法令又は条例の規定に

より非公開とされていないものは、原則公開とし、透明かつ公正な会議の運営を図り、市民の市政に対する

理解を深めるものです。 

【根拠】「さいたま市審議会等の会議の公開に関する指針」 
 【実績】会議公開実績 

年 度 開催件数 公 開 一部公開 非公開 

平成１９年度 ３４４件 ２８１件 １０件 ５３件

平成２０年度 ３２１件 ２５７件 １１件 ５３件

平成２１年度 ３５２件 ２８０件 １１件 ６１件

 【今後の取組等】 
市の事務について審議、審査、調査等を行う審議会等の会議を公開することは、市政への市民参加の

推進と開かれた市政の実現に資することとなるため、６月議会においてさいたま市情報公開条例に新た

に規定する改正を行い、速やかな事前の会議開催の周知と会議結果の情報提供の徹底を図る。 

 

③ 予算編成過程の公開【財政課】 

予算編成開始時に予算編成方針を、また、各局等で選定した主要事業に係る予算要求額、予算査定額など

の予算編成過程の内容について市ホームページ等で公表するもの。 
 【実績】本年３月に、１１７事業の平成２２年度当初予算編成過程について公表した。 
 【今後の取組等】 

公表する対象事業を拡大するとともに、平成２２年度から補正予算編成過程を公表する。 
 
④ 市議会各派からの「予算編成への要望書」に対する回答書の公表【都市経営戦略室】 

さいたま市議会各会派からの「予算編成への要望書」に対する回答書を予算編成終了後、速やかに市ホー

ムページ等で公表している。 

 【実績及び今後の取組等】 

平成２１年度は初めての取組であることから、試行的に、重点要望として最大５０項目に絞って公表した。 
今年度は、積極的な行政情報の「見える化」を推進する上で、全ての要望項目を公表するべく調整中。 
（参考）平成２２年度予算編成への要望数 １，６３５件 

       
⑤ 都市経営戦略会議の審議内容等の公表【都市経営戦略室】 

    都市経営戦略会議（市政運営の基本方針及び重要施策の決定、行政部門間の総合調整等を円滑に行うと

ともに、市政の総合的かつ効率的な経営を迅速に行うため庁内に設置）に付議又は報告した案件について、

会議終了後１か月を目安として、議事内容と会議資料を市ホームページ等で公表している。 
 【根拠】「さいたま市都市経営戦略会議の審議内容等の公表に関する基準」 

  【今後の取組等】 

    議事録を迅速に作成し、随時情報を更新できるよう努めることが課題である。 

 

⑥ 身近な道路整備の要望への対応状況等の公表【道路環境課】 

    沿線住民の要望に基づく身近な道路整備事業として実施している暮らしの道路整備事業及びスマイルロ

ード整備事業は、年間の要望数が約１００件程度ある市民の関心の高い事業であり、平成２２年３月より

市ホームページで要望受付・対応状況等を公表している。 
【課題】 
現場の状況、測量・登記の進捗状況などにより、要望を受け付けた順番に工事が進捗しない場合がある。 
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（２）情報提供 

⑦ 情報提供の推進【行政透明推進課】 

   市民が必要とする情報を自発的、積極的かつわかりやすく提供していくことにより、市民との相互信

頼に基づく「日本一ひらかれたまち」の実現を目指す。現在は、各区役所に情報公開コーナーを設置し、

市の計画、統計、調査の資料を配置するとともに、会議の開催及び結果について市ホームページに掲載

している。 

【根拠】「さいたま市情報公開条例」、「さいたま市区役所情報公開コーナー運営要綱」、 

「さいたま市市政情報の提供の推進に関する要綱」、「コスト表記実施要綱」 

 【実績】情報公開コーナー利用実績 
年 度 配架資料数 利用者数（延べ人数）

平成１９年度 ２８２件 ９５，４５１人

平成２０年度 ３１０件 ９８，６６４人

平成２１年度 ３３０件 １３５，４２９人

 【今後の取組等】 

「さいたま市市政情報の提供の推進に関する要綱」の制定（平成２２年４月１日施行）による行政情

報の提供の基準や方法の明確化、情報公開コーナーの改善、コスト表記の実施など、行政情報の積極的

な「見える化」を推進しており、これらの徹底と、職員の説明責任に対する意識改革を図り、全庁的な

情報提供の推進体制を整備する。 

 

⑧ 市報さいたまの発行【広報課】 

  本市の行政に関する必要な事項、本市が主催又は共催している各種催し・講座などの情報を市民に周知す

るため、月１回発行し、全戸配布している（点字版とテープ版も作成）。 
【根拠】「さいたま市市報発行規則」 
【実績】配布部数 ５３５，１８２部（平成２２年４月） 

 【今後の取組等】 
市民意識調査においても市の情報を得る手段として常にトップであり、市政に関する必要な事項を市民に

周知するうえで極めて重要な媒体である。今後「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進

める中で、より読みやすく、親しみやすい広報紙のあり方などを検討し、実施する。 

 

⑨ 市ホームページによる情報発信【広報課】 

インターネットのホームページを利用して、市の施策や催し物など、市政全般にわたる情報を発信してい

る。各コンテンツ（各ページ）は各所管課で作成しており、現在のコンテンツ数は１万３，５００超となっ

ている。 
外国語対応については、平成２２年度から英・中・韓国語の自動翻訳機能を導入し、また、携帯電話用の

ホームページについては、平成２１年度にジャンル（カテゴリー）の整理を行い、今年度からコンテンツ数

の増加を図っている。 
 【実績】ホームページ・トップページへのアクセス数 

平成１９年度 ４３３万８，１６６件 
平成２０年度 ４８２万６，２７２件（約１１％増） 
平成２１年度 ５０８万４，４８６件（約５％増） 

 
 
 

 
 【今後の取組等】 

コンテンツ数の増加に伴い、検索性が低下し、欲しい情報にたどり着きにくい状態となっているため、ジ

ャンルの整理を継続して行う。また、特に携帯電話用ホームページで、市民が必要とする情報が必ずしも掲

載されていない、あるいは内容が更新されていないという事例があるため、各所管課へ働きかけを行い、積

極的なコンテンツの作成を図る。 
 

⑩ パブリシティの推進【広報監付】 

市が発信する情報提供の機会を増やし、市民との行政情報の共有化を図るため、報道機関への記者会見や

レクチャー、資料提供により、情報提供を行っている。 

※ パブリシティとは、記者会見・レクチャー・資料提供による情報提供をいうもので、マスメディアに

対して情報発信者が代金を払わない活動として、広告とは異なる活動とされるもの。 

 【実績】記者会見等の件数 

 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

記者会見 ３９件 ４１件 ４８件

レクチャー ５３件 ４６件 ７０件

資料提供 ９１８件 ９５７件 １，１８２件

年間総数 １，０１０件 １，０４４件 １，３００件

【今後の取組等】 

パブリシティの年間総件数１，５００件を目標とし、定例記者会見を平成２２年１月から原則月２回実施

している（それ以前は原則月１回）。 

 
⑪ メールマガジンの配信【広報課】 

市の施策や催し物の情報、市内の開花情報やまちかど情報、市に関するクイズ等について、登録者を対象

に、さいたま市メールマガジン「知っ得！さいたま」を、月２回、第２・４木曜日に配信している。 
 【実績】登録者数  

平成２０年４月１日 １，６６１人 
平成２１年４月１日 ２，２１６人（約３３％増） 
平成２２年４月１日 ２，７７０人（約２５％増） 

【今後の取組等】 
登録者数を５千人にまで引き上げ、メールマガジンを市政情報を伝達するのに有効な広報媒体にすること

を目標としている。そのため、内容を常に見直し、市民が欲する情報を発信していくことが当面の課題であ

り、また、事業別のメールマガジン（子育て部門や観光部門など）や地域別（区別）のメールマガジンを配

信していくことも検討する必要がある。 
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資料２ 

グループ検討の進め方 

 

●グループ検討のテーマ 

「市民が権力をつくる」には、どのような制度や取組が必要か。 

（自治基本条例が「構成機能」を果たすには、どのようなことを規定したらよいか。） 

 

●各参加者の役割 

・ 正副委員長：進行役 

・ 事務局：オブザーバー 

・ 地域研：進行補佐と板書記録 

 

●手順 

全員からなるべく多くの意見や考えを聞いて共有するため、ワークショップ

形式で行います。 

１． 各自、テーマについて意見を付箋紙に記入します。 

・１枚の付箋紙につき１つの意見。簡単なキーワードだけでも結構です。 

２． 付箋紙を模造紙に貼りだしましょう。 

・類似するもの、関連するもの等を集めて分類します。 

３． テーマごとに、意見交換をしましょう。 

・お互いの考えの共通点や相違点を共有しましょう。 

４． 最後に、グループの検討結果をまとめましょう。 

・発表者を決めましょう。 
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市民から寄せられた意見 

 

○自治基本条例の制定に反対する 

「自治基本条例」の制定に反対するのは、次の理由である。 

１ 他の自治体で定める条例のように市長・議会による二次代表制を形骸化させる恐れ

がある。 

２ 市民の定義に問題がある。 

カルト教集団などに、さいたま市民として権利を行使させるべきではない。 

外国人地方参政権にも道を開くべきではない。 

他の自治体で定める条例のように「住民と住民以外の市民」を一律にするのは、常

識を逸脱する恐れがある。 

３ 「最高法規」「自治体の憲法」と位置づけるこの条例は、現行の法体系を根底から

破壊するものである。 

なぜなら、「市の最高法規」「市の憲法」などの用語は、国と地方自治体の位置づけ・

役割を混乱させるだけである。 

４ 他の自治体で定める条例のように市民の権利は具体的・責務は空疎で観念的にする

恐れがある。 

５ 他の自治体で定める条例のように住民投票は、選挙権を有する市民以外に認める恐

れがある。 

２０歳以上の永住者・特別永住者などには、請求権を認めるべきではない。 
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